予算要求資料
平成２６年度当初予算

支出科目　款：母子寡婦福祉資金貸付支出　項：貸付金　目：貸付金　　　
	事業名　母子寡婦福祉資金貸付金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部　子ども家庭課　家庭支援係　電話番号：058-272-1111（内2638）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：  c11217@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　要求額：250,000千円（前年度予算額：260,000千円）
＜財源内訳＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	260,000
	0
	0
	0
	0
	0
	260,000
	0
	0

	要求額
	250,000
	0
	0
	0
	0
	0
	250,000
	0
	0

	1月29日時点
査定額
	250,000
	0
	0
	0
	0
	0
	250,000
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）及び事業内容
母子家庭及び寡婦の経済的自立と生活意欲の助長を図り、あわせて児童の福祉を推進することを目的として、修学資金をはじめとした１２種類の資金について、所要の資金の貸し付けを行う。

（対象者）
　　岐阜県内（岐阜市を除く。）にお住まいの母子家庭の母、寡婦及び４０歳以上の配偶者のない女子（婚姻をしたことのない独身の方を除く。）ただし、寡婦及び４０歳以上の配偶者のない女子で現に子を扶養していない方の場合、所得制限あり。

　　なお、就学支度資金・修学資金・就職支度資金・修業資金については、母子家庭の母が扶養する児童、寡婦が扶養する子、父母のない２０歳未満の子にも貸付を実施。

（貸付の相談及び申請窓口）
居住地の市福祉事務所（町村に居住の場合は、振興局（事務所）福祉課）

（資金の種類）
	資金名
	内容

	事業開始資金
	事業を始めるために必要な資金

	事業継続資金
	事業を続けるために必要な資金

	修学資金
	高校・大学等に就学させるために必要な資金

	修業資金
	事業を開始または就職するために必要な知識技能を習得するために必要な資金

	住宅資金
	現に居住し、かつ所有する住宅を補修、保全、改築し、または建設、購入、増築するために必要な資金

	就学支度資金
	就学、修業するために必要な資金

	技能習得資金
	知識技能を習得するために必要な資金

	就職支度資金
	就職するために直接必要な資金

	医療介護資金
	医療または介護を受けるために必要な資金

	生活資金
	技能習得、医療・介護を受ける間の生活に必要な資金

母子家庭になって7年未満の世帯の生活に必要な資金

失業期間中の生活に必要な資金

	転宅資金
	住宅の賃貸借契約により入居の際に条件として必要な資金

	結婚資金
	児童または扶養する20歳以上の子の婚姻に必要な資金


（３）県負担・補助率の考え方

　県１０／１０
（４）類似事業の有無
　無
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	その他
	250,000
	母子寡婦福祉資金の貸付

	合計
	250,000
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況

全都道府県、政令市及び中核市で実施されている
（２）後年度の財政負担
修学資金等の継続貸付のある資金については、学校を卒業するまでの間等、後年度の財政負担が発生する。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　経済的に困窮する母子家庭及び寡婦に対し、所要の資金の貸し付けを行い、経済的自立と生活意欲の助長を図り、あわせて児童の福祉を推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　母子家庭等においては十分な養育費を貰えない家庭も多く、経済的にも厳しい環境にいる。

本貸付による経済面での支援（低利（無利息））は母子家庭等にとって有意義な施策であるが、利用者や貸付額の増加をもって母子家庭等の福祉の向上が図られているというわけではない（利用者や貸付額の減少となると、逆に貸し渋りといった状況を招きかねない）。
よって、当該制度の主旨、また運用上、指標を設定することは困難である。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

＜平成24年度実績＞

○貸付件数及び金額

　修学資金　　　　338件　183,343,000円

　就学支度資金　　 53件　 21,125,500円

　技能習得資金　    5件　  3,648,000円

　修業資金　　　    7件　  3,798,000円

　生活資金　　　    4件　  2,897,400円

　住宅資金　　　    1件　  1,500,000円

　転宅資金　　　    1件　    180,000円
　合計　　　　    409件　216,491,900円

○貸付委員会開催状況

　開催回数：１０回

　審査件数／承認件数：１６２件／１６２件

＜平成25年度実績（平成25年9月末時点）＞

○貸付件数及び金額

修学資金　　　　 80件　139,317,000円

　就学支度資金　　 29件　 10,001,000円

　就職支度資金　　  1件　    220,000円

　技能習得資金　    4件　  4,087,000円

　修業資金　　　    2件　  3,120,000円

　生活資金　　　    1件　  2,880,000円

　住宅資金　　　    1件　  1,500,000円

　合計　　　　    117件　159,625,000円

○貸付委員会開催状況

　開催回数：５回

　審査件数／承認件数：１１７件／１１７件




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
母子家庭の母又は児童、寡婦に対し、経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、併せてその扶養している児童の福祉の増進に寄与している。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	当該制度は自治事務ではあるが、母子及び寡婦福祉法に規定され、全都道府県、政令市及び中核市で実施されている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	毎年一定額の貸付があることから、事業の周知は図られており、事業に対する需要もある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	償還方法（月賦や口座引落、収納機関）の対応、福祉事務所での申請情報の登録や貸付・償還状況の閲覧、償還業務の市への事務委任など、システム面や運用面に改善及び検討の余地がある。




（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
毎年、調定額の１割程度の未収金が発生し、それが積み重なることから、多額の未収金が発生している。（平成２４年度末時点：１０７，１４９，７６２円）
　本貸付は過去に貸し付けた資金の償還金を原資として運用しているが、今後も未収金が増加すると原資が不足し、不足分は税金を投入することとなる。

　また、投入する税金は、県費の他、国庫貸付（母子寡婦福祉貸付債）で賄われ、国庫貸付は無償ではあるが、これまでに１０億円以上の借り入れがある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

貸し付けた資金の大半は、修学資金、就学支度資金であり、毎年全体の９０％以上を占めている。

奨学金制度では無利息での貸付が困難な児童等の受け皿となっている側面もあり、他に代替の制度がないため、今後も継続が必要である。



